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造
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6広報はなまき　No.319

　東日本大震災により被災した住宅や宅地の復興を支援するた
め、下表の補助を行っています。各項目を組み合わせることもで
きます。
　申請書は新館建築住宅課、各総合支所建設係に備え付けている
ほか、市ホームーページに掲載しています。
【問い合わせ・申し込み】 新館建築住宅課（☎24-2111内線543・568）

区分 要件 補助の金額 対象者

バリアフリー対応
住宅の新築・購入

高齢者などが暮らしやすいよう、
通路や出入り口の幅などが一定の
基準を満たすこと

床面積75平方㍍未満 40万円

市内外で被災し、住宅に居住できなく
なったため、市内に住宅を新築または
購入しようとする人

※�り災証明書が必要です。り災証明書
について詳しくは新館建築住宅課へ

床面積75立方㍍以上
120平方㍍未満

60万円

床面積120平方㍍以上 90万円

県産材を使用した
住宅の新築・購入

10立方㍍以上の県産材を使用して
いること

使用量10立方㍍以上
20立方㍍未満

20万円

使用量20立方㍍以上
30立方㍍未満

30万円

使用量30立方㍍以上 40万円

住宅の新築・購入

国の被災者生活再建支援金の基礎
支援金および加算支援金（建設・購
入に限る）の支給を受けているこ
と

２人以上の世帯 100万円
県内で被災し、市内に住宅の新築また
は購入をしようとする人

１人世帯 75万円

住宅新築・購入補助（受付期限は令和２年度）

区分 要件 補助の割合 対象者

補修（10万円以上
の工事）

被災者生活再建支援制度や災害救助法の応急修
理制度の適用を受けない、一部損壊および半壊
の被災住宅の補修工事

２分の１
（限度額30万円）

一部損壊や半壊などの被害があった市
内の住宅に居住する人

※�り災証明書または、り災の状況が確
認できる書類が必要です。詳しくは
新館建築住宅課へ

耐震改修
耐震基準を満たさない住宅を耐震基準に適合さ
せるための改修工事

２分の１
（限度額60万円）

バリアフリー改修
床の段差解消、手すりの設置、高齢者トイレの
設置などの改修工事

２分の１
（限度額60万円）

県産材使用改修 県産材を0.5立方㍍以上使用する住宅改修工事
２分の１

（限度額20万円）

宅地復旧（20万円
以上の工事）

のり面の保護工事、排水施設（宅内側溝など）設
置工事、地盤補強・整地工事、擁壁設置・補強工
事、地盤調査および設計調査費、その他安全性
の回復に必要な復旧工事

２分の１
（限度額200万円）

被災した市内の住宅を所有または管理
する人

工事費補助（受付期限は令和２年度）

対象 補助の割合 対象者

新住宅債務（被災後、新た
に受けた融資の利子）

住宅補修
１㌫以内

（対象融資限度額640万円）

△

上記の工事をする人（宅地復旧を除く）△ �

市内外で被災し、市内に住宅の新築ま
たは購入をしようとする人

※�り災証明書または、り災の状況が確認
できる書類が必要です。詳しくは新館
建築住宅課へ

新築
２㌫以内

（対象融資限度額1,460万円）

既往住宅債務（震災前から受けていた
融資の利子）

新住宅債務が生じた時点から５年間分の利子を
一括補助（震災後新たに借り入れた額が上限）

利子補給（受付期限は令和２年度）

震災被災者の住宅などの
復興を支援します

　
市
は
、
地
震
に
よ
る
木
造
住
宅
の
倒

壊
な
ど
の
被
害
を
最
小
限
に
と
ど
め
、

震
災
に
強
い
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
す
る

た
め
、
木
造
住
宅
の
耐
震
化
に
助
成
し

て
い
ま
す
。
耐
震
化
を
考
え
て
い
る
人

は
、
工
事
な
ど
を
行
う
前
に
、
新
館
建

築
住
宅
課
へ
ご
相
談
く
だ
さ
い
。

①
木
造
住
宅
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診
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造
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で
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０
０
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■
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成
額
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経
費
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分
の
１
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円
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５
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０
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円
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額
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万
円

▼
簡
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補
強
工
事
助
成

■
助
成
額

　
対
象
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費
の
２
分
の
１
（
限
度
額

30
万
円
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〔
例
〕

◦�

工
事
費
が
90
万
円
の
場
合
、
補
助
額

30
万
円

◦�

工
事
費
が
30
万
円
の
場
合
、
補
助
額

15
万
円

①
②
共
通
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昭
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５
月
31
日
以
前
の
建
築
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築
さ
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よ
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建
て
の
木
造
住
宅
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築
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11月５日から

住民票に旧姓が併記できます

　11月５日から、住民票に旧姓（旧氏）を併記でき

るようになります。このことにより、マイナンバー

カードや印鑑登録証明書にも旧姓が併記され、各

種証明に使うことができます。

例えば…

１．�各種契約や銀行口座の名義に旧姓が使われて

いる場合、その証明に使えます。

２．�就職や転職をするときなど、旧姓で本人確認

ができます。

■登録に必要なもの　旧姓が記載された戸籍謄本

など

【問い合わせ】

本館市民登録課（緯24-2111

内線408・496）

マイナンバー
カードをお持ちの
人は申請時にお持
ちください！

赫住民票に旧姓を登録した場合、
　旧姓の印鑑を登録できます

■登録に必要なもの　①登録する印鑑②本人確認
ができる官公署が発行した顔写真付きの証明書（運
転免許証など）③（代理人が申請する場合）委任状
◦�本人確認書類の持参がない場合または代理人に
よる申請の場合、照会文書を本人宛てに郵送し
ます（登録に日数がかかります）
◦�11月５日から印鑑登録証明書の性別欄がなくな
ります


